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はじめに

第１次世界大戦をへることによってわが国の

陸海軍も航空機，化学兵器，電気兵器といった

新兵器開発への対応を迫られることになった。

その対応の一つが陸軍科学研究所（１９１９年４月

設置）と海軍技術研究所（２３年４月設置）の設

置であった。これらの兵器開発は最先端の科学

研究の動向と深く連繋しており，研究開発の担

い手を陸海軍内部で養成することはとうてい不

可能であった。高度の工学・理学教育を受けた

人材の供給を大学・高等工業学校といった諸高

等教育機関に依存しつつ，軍機密のヴェールの

下で現実には外部の諸組織（民間企業，大学，

学会）とも連繋しながら，陸海軍における先端

兵器の開発が進められていったのである。戦間

期においてそうした兵器開発の要の位置にいた

のが，陸軍科学研究所，海軍技術研究所などで

あった。

本稿では海軍における最大の研究開発機関の

一つであった海軍技術研究所の戦間期における

動向を追跡してみたい。

１．海軍技術研究所小史

（１）海軍技術研究所小史

１９２３年４月１日，海軍造兵廠研究部（１８年４

月設置），海軍艦型試験所（１９０８年１２月設置）

および海軍航空機試験所（１８年４月設立）を統

合して東京市京橋区築地に海軍技術研究所（以

下，海軍技研と略称）が設立された１。初代の

海軍技研所長には造兵廠長有坂 蔵造兵中将が

任命された。創設時の海軍技研は庶務課，工作

課，会計課，医務課の４課と研究部から構成さ

れ，研究部内は工務，砲熕，作業，科学，水

雷，電気，造船，造機，光学，航空の１０班に分

けられた。海軍造兵少佐谷村豊太郎は工務班，

砲熕班，作業班主任，海軍技師有田平一郎は科

学班主任，海軍中佐渡邊三郎は水雷班主任，海

軍造兵大佐西崎勝之は電気班主任，海軍造船大

佐有田延は造船班主任，海軍機関中佐 谷信武

は造機班主任，海軍少佐北川茂春は光学班主

任，海軍大佐上田良武は航空班主任にそれぞれ

任命された２。

しかし海軍技研は１９２３年９月の関東大震災に

よって大きな被害を受け，将来の発展を見越し

て荏原郡目黒町三田に用地を求め，３０年９月に

新営工事が完成して移転を完了する。震災後の

２４年３月には仮建物で研究作業を再開し，同年

５月に横須賀出張所がおかれ，同所は電信兵の

採用などに関する実験心理応用および適性検査

の実施研究を分掌した。また震災によって風洞

はじめ大部分の施設が焼失したため，研究部航

† 大阪大学大学院経済学研究科教授

１ 以下，元海軍少将有馬成甫『海軍技術研究所沿革』
１９３５年（防衛省防衛研究所図書館所蔵），防衛庁海上幕
僚監部調査部編『日本帝国海軍の研究ならびに開発
（１９２５―１９４５）』１９５６年，２―６頁，および電波監理委員
会編『日本無線史』第１０巻，１９５１年，６１９―６３３頁によ
る。ただし，第二海軍技術廠については，防衛庁防衛
研修所戦史室『戦史叢書 海軍軍戦備〈２〉開戦以
後』朝雲新聞社，１９７５年，３７４頁，および河村豊「旧日
本海軍における科学技術動員の特徴－第２次大戦期の
レーダー研究開発を事例に－」（『科学史研究』第３９巻
２１４号，２０００年３月）９４頁による。
２ 前掲『海軍技術研究所沿革』５―６頁。
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空班は他所への移転を決定し，２２年にほぼ完成

した霞ヶ浦飛行場の一角を適地と認め，２４年１１

月同地に霞ヶ浦出張所を開設した３。

１９２５年２月に少壮気鋭の所員１２名４は NS会

を組織して海軍技研の整備強化に関する意見書

を野田鶴雄所長に提出する。意見書は「本所ハ

七十ニ近キ高等官ヲ有シナガラ研究作業ニ従事

スル者ハ約二十ニ過ギズ 之ヲ陸軍科学研究所

ニ於テハ二十七名ノ高等官中少トモ二十名ハ直

接研究作業ニ従事スルガ如キ又農商務省東京工

業試験所並ニ逓信省電気試験所ニ於テハ何レモ

其ノ高等官職員ノ九割ハ直接研究作業ニ従事ス

ル」との問題を指摘した上で，①「形式内容共

ニ完備シタル研究所トシテ其ノ使命ヲ達成セシ

ムル為メ海軍工務規則適用ノ工作庁列ヨリ除

外」すること，②「現在ノ如ク部ヲ更ニ課或ハ

班ニ細別スルカ如キハ徒ラニ上下ノ間隔ヲ大ニ

シ延イテハ研究気分ノ振興ヲ害フ処アリト思考

ス」とした上で「本所ノ配置ハ所長，部長，所

員ノ如ク簡単ナル階梯トシ各部ノ部長ハ其ノ豊

富ナル識見ト才幹トヲ以テ直接研究員ヲ指導鞭

撻セラレンコトヲ切望ス」とした５。

この意見書は即日技研所長から海軍艦政本部

長に進達された。１９２５年６月に海軍技研では大

きな組織改編が実施され，従来の工作課と研究

部が廃止されて新たに科学研究部，電気研究

部，航空研究部，および造船研究部の４研究部

がおかれるが，この制度改革には４カ月前の意

見書が大きな影響を与えていたのである。続い

て３０年８月に科学研究部第二科（化学兵器担

当）が平塚出張所に移転する。

１９３２年４月に海軍航空廠（３９年４月に海軍航

空技術廠と改称）が開設され，これにともなっ

て海軍技研航空研究部，横須賀海軍工廠航空機

実験部（２９年４月設置）および同航空発動機実

験部（３０年１２月設置）が廃止された。続いて同

年１２月に平塚出張所無線電信実験室が新営され

た。３４年４月に従来の科学研究部が理学研究部

と化学研究部に分かれた。３７年１月には電気研

究部の編成が第１科：基礎研究，第２科：無線

送信，第３科：無線受信，第４科：無線応用，

第５科：音響兵器，第６科：電気応用に改めら

れた。

戦時期に入ると１９３９年５月に材料研究部，４０

年４月に音響研究部（電気研究部で実施してい

た音響関係を分離），４２年４月に実験心理研究

部が新設され，４０年１１月には海軍技研において

有線通信装置の造修を行うことが決定された。

続いて太平洋戦争期の４３年７月に電波研究部が

新設された。戦争末期の４５年２月には第二海軍

技術廠が新設され，技研の電気研究部，電波研

究部，音響研究部が同廠に移管された。第二海

軍技術廠の編制は基礎研究部，電波兵器部，音

響兵器部，磁気兵器部，光熱兵器部，電気兵器

部の６兵器部・研究部および総務部，会計部，

医務部，工員養成所，横須賀出張所であった

が，基礎研究部と電気兵器部は結局設置されな

かった。

第二海軍技術廠の設置にともない海軍技研に

残置されたのは，理学・化学・造船・材料・実

験心理研究部の５部であった。

（２）海軍技術研究所の現状（１９３１年）

１９３１年１０月２１日，前年に新築された海軍技研

は天皇を迎えた。この際に伊藤孝次所長（造機

中将）は天皇に対して海軍技研の現状を詳しく

説明している６。「電気，航空，造船各研究部ノ

所掌ハ其ノ名ノ示ス通リデ御座イマスガ之等ニ３ 日本海軍航空史編纂委員会編『日本海軍航空史』�
制度・技術篇，時事通信社，１９６９年，３１頁。
４ 池谷増太，田辺一雄，実吉金郎，茂木武雄，出淵
巽，金子吉三郎，谷恵吉郎，新田重治，徳川武定，福
井勇蔵，橋本賢輔，兼松高一の１２名（電波監理委員会
編，前掲書，１８８頁）。
５ 同上書，１８９頁。

６ 以下，「海軍技術研究所現状概要」昭和６年９月およ
び「海軍技術研究所施設一般」昭和６年９月（JACAR
［アジア歴史資料センター］，Ref. C０５０２１４９１９００公文備
考，昭和６年 C 儀制 巻１）による。
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含マザル海軍技術ノ研究ハ全部之ヲ科学研究部

ニ於テ分担致シテ居リマス，而シテ航空研究部

ハ茨城県霞ヶ浦ニ，科学研究部中化学兵器ノ研

究ハ神奈川県平塚ニ，実験心理ノ研究ハ神奈川

県横須賀ノ海軍砲術学校内ニ何レモ出張所ヲ設

ケテ実施致シテ居リマス」と説明し，研究所の

陣容については「高等官及同待遇者」７３名，

「必要ノ時機ノミ勤務致シマス兼務ノ高等官」

１７名，「高等官待遇ノ嘱託」１１名であり７，「判

任官雇員傭人及職工」は約８００名と報告した。

天皇の行幸が終わったその当日，伊藤孝次所

長は所員を慰労するとともに，「当所ノ如キ研

究機関ガ其ノ任務ヲ遺憾ナク達成シマスルニハ

一ニモ人，二ニモ人，三ニモ人デアリマス８」

として人員の強化充実を訴えた。

海軍技研の毎年の経費は研究費と製造費各約

１００万円であり，１９３０年度の研究項目は３１２件，

うち７３件は研究を終了し，現在研究中の項目は

約２７０件，創立以来３１年１０月１日までの研究項

目は合計９５５件に達した。このうち取得秘密特

許は３３件，普通特許は１６件，特許出願中は４１件

であった。施設面についてみると敷地面積は約

５万８０００坪，新造営工事および建築，機械器具

購入費の合計金額は約４５０万円であり，主な建

物は約３０棟，その総延坪は約１万坪であった。

（３）海軍技術研究所の現状（１９３７年）

日中戦争勃発直後の１９３７年９月１日現在の海

軍技術研究所の組織をみると表１の通りであ

り，理学研究部（業務係＋１２科），化学研究部

（業務・作業・検査係＋８科），電気研究部

７ １１名は東京帝大教授１０名（長岡半太郎，斯波忠三
郎，俵國一，永井潜，松本亦太郎，田中芳雄，青木
保，山内鎮一，田中寛一，増田惟茂）と抜山平一東北
帝大教授であった（「職員名簿」（其ノ二）（常時以外ノ
嘱託者）昭和６年９月，JACAR［アジア歴史資料セン
ター］，Ref. C０５０２１４９１９００公文備考，昭和６年 C 儀制
巻１）。

８ 海軍技術研究所長伊藤孝次「訓示」昭和６年１０月２１
日（海軍技術研究所『行幸関係』所収，昭和６年，昭
和館所蔵）。

表１ 海軍技術研究所の組織（１９３７年９月）

部 別 科 別 業 務
理学研究部 業務係

第一科 一般物理
第二科 一般化学
第三科 金属材料
第四科 材料強弱
第五科 砲熕兵器
第六科 火工兵器
第七科 光学兵器
第八科 水雷兵器
第九科 航海兵器
第十科 機関，暖房
第十一科 実験心理学，適性検査
第十二科 一般作業

化学研究部 業務係
作業係
検査係
第一科 化兵理化学
第二科 化兵医学
第三科 応用兵器甲
第四科 応用兵器乙
第五科 応用兵器丙
第六科 化兵造修甲並ニ同工作法
第七科 化兵造修乙並ニ同工作法
第八科 化兵造修丙並ニ同工作法

電気研究部 業務係
作業係
検査係
第一科 基礎電気工学
第二科 無線通信（送信）
第三科 無線通信（受信）
第四科 無線応用
第五科 電気音響
第六科 一般電気

造船研究部 業務係
第一科 艦型抵抗及推進
第二科 船体復原性，動揺及旋回
第三科 船体構造，強度及振動
第四科 船体防禦
第五科 艤装及斉備
第六科 造船技術
第七科 研究実験準備作業

庶務課 庶務係
医務係
労務係
工務係
運輸係
水陸施設係
戦計係
刷版係

会計課 計算係
購買係
材料庫係
工場庫係
工事費係
平塚出張所係

医務課 医務係
衛生係

平塚出張所
横須賀出張所

［出所］ 「海軍技術研究所案内」昭和１２年９月１
日調（防衛省防衛研究所図書館所蔵）。
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（業務・作業・検査係＋６科），造船研究部

（業務係＋７科）の４研究部，庶務課，会計

課，医務課の３課，および平塚出張所・横須賀

出張所から構成された。

職員内訳は高等官５５名，判任官（同待遇）７８

名，嘱託・高等官待遇３５名，嘱託・判任官待遇

１８名，合計１８６名であり，従業員は工員・職夫

１０６３名，雇員・傭人１０２名であった。また３６年

度総経費は５７７万円であり，その内訳は研究費

１７２万円，製造費３６６万円，職員給与３９万円で

あった９。

２．海軍技術研究所の研究体制

（１）予算と人員

表２にあるように１９３０年の移転後に海軍技研

の総経費は一段拡大し，３４年度には６００万円を

超えた。試験費と造修費については３０年度以降

しか分からないが，試験費が１００万円前後で大

きな変化がないのに対して，造修費は３２年度以

降増大していることが分かる。

表３から海軍技研の職工数をみると，１９２５年

度に底を打ったのち増加を続け，３２年度の航空

研究部の海軍航空廠への移管を反映していった

ん減少し，３３年度以降はふたたび増加に転じる

といった軌跡を描いた。表４には３６年８月現在

における現員内訳が示されているが，これによ

ると高等官と判任官から構成される職員は９９

名，嘱託は２１名，職工は６９０名，職夫は８５名，

雇員は８３名，臨時職工は６８名であった。

しかし研究所であることから海軍技研の職

工・職夫の学歴構成は他の民間経営におけるそ

れとは大きく異なっていた。表５に示されてい

るように通常職工６９０名中１８名が大学卒，４６名

が専門学校卒，１５９名が甲種実業学校卒，１６２名

が乙種実業学校卒であり，中等教育以上の学歴

を有する「職工」は全体の５６％に達した。その

値は臨時職工で５４％，職夫でも５４％であった。

１９３８年４月に海軍技研に入所して電気研究部

第五科に配属された楡井清によると，「技研の

研究部門は武官・文官の高等官，主として文官

の判任官とそれらを支援する工員グループに

よって構成され，工員には工長を含め五階級
９ 以上，「海軍技術研究所案内」昭和１２年９月１日調
（防衛省防衛研究所図書館）。

表２ 海軍技術研究所諸経費の推移
（万円）

年度 総経費 工事費 資金
支出

総工
事費 造修費 試験費

１９２４ ２８２ １９０ ６２
２５ １７５ １２４ ６２
２６ ２２４ １７０ ８３
２７ ２６８ ２１９ １２０
２８ ２９８ ２３９ １６４
２９ ３３８ ２７２ １６２
１９３０ ３８２ ３２２ １５７ ３５０ ２２２ １２８
３１ ４１８ ３５６ １９１ ３８２ ２７６ １０６
３２ ５３０ ４９９ ３０２ ４９９ ４０８ ９１
３３ ４９２ ４８０ ２６４ ４８０ ３７０ １１０
３４ ６１８ ５８２ ４００ ５８２ ４７６ １０６
１９３５ ５５４ ５１９ ３２２ ５１９ ４０７ １１２

［出所］ 海軍技術研究所「海軍技術研究所現状一
般（８月２０日現在調）」昭和１１年８月２６日
（防衛省防衛研究所図書館所蔵）。

（注）� 数値は原資料グラフからの読み取り数値。
� 総工事費＝造修費＋試験費。

表３ 海軍技術研究所職工数の推移
（人）

年度 男 工 女 工 職 夫 臨 時
職 工 合 計

１９２３ ６３０ ６ ６３６
２４ ５３０ ８ ５３８
２５ ４５５ １０ ４６５
２６ ５０５ ９ ５１４
２７ ５６０ ８ １２ ５８０
２８ ５９０ ４ ２４ ６１８
２９ ６１０ ４ ２６ ６４０
１９３０ ６６５ ２０ ６８５
３１ ６９０ １ ２７ ７１８
３２ ５４５ ６７ ６１２
３３ ６３０ １０ ８８ ７２８
３４ ６６５ １１ １１７ ３ ７９６
１９３５ ６７５ １２ ７２ ６８ ８２７

［出所］ 前掲「海軍技術研究所現状一般（８月２０
日現在調）」。

（注）� 数値は原資料グラフからの読み取り数値。
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あって私はその一番下の二等実験員であっ

た」。工員の多くは「当時の築地の工手学校，

神田の電機学校，早稲田の工手学校など今日の

工業高校に相当する学校の各科卒業予定者で，

成績がトップから二番，三番までの人を試験の

うえ毎年継続的に採用して」おり，「技研には

所員と呼ばれた高等官（大学の教授・助教授に
（ マ マ ）

相当）が三十人程いて研究の中心をなしていた

が，その研究の推進力はこの優秀な工員グルー

プの努力に負う所が大であった」のである１０。

（２）科学者・技術者の実態

表６には大学・専門学校卒の科学者・技術者

１２９名が表掲されている。表中の伊藤孝次は先

出のように１９３１年１０月時点で海軍技研所長であ

り，箕原勉は電気研究部長（造兵少将）であっ

た。同時点の造船研究部長（造船大佐）八代準

（東大機械・１９０８年卒）は３３年には海軍造船少

将に昇進しており，科学研究部長（少将）上田

宗重は海軍機関学校１３期卒業，航空研究部長

（機関大佐）多田永昌は海軍機関学校１５期卒業

であった１１。

１２９名の出身校別内訳をみると，帝国大学で

は東京帝大１７名，東北帝大６名，京都帝大５

名，九州帝大２名の順であり，人数でもっとも

多いのは東京高等工業学校・東京工大の４０名で

あった。東京高等工業学校・東京工大に次ぐ高

等工業学校出身者数は早稲田高等工学校１２１１

１０ 以上，楡井清「二等実験員の想い出」（沼津技研物語
編集委員会編『沼津技研物語』所収，１９８１年）９８―１００
頁による。

１１ 以上「職員名簿」（其ノ一）（部課長及高等官三等以
上）昭和６年９月，（JACAR［アジア歴史資料セン
ター］，Ref. C０５０２１４９１９００公文備考，昭和６年 C 儀制
巻１），堤耕作編『日本技術家総覧』昭和９年版，日

刊工業新聞社，１９３４年，および海軍省編『現役海軍士
官名簿』昭和９年２月１日調による。
１２ 早稲田高等工学校は１９２８年４月に開校し，修業年限
２カ年の夜間課程であり，機械，電気，建築，土木の
４学科をおき，専門学校程度の教育を行ったが，厳密
には高等工業学校ではない（早稲田大学大学史編集所
編『早稲田大学百年史』第３巻，早稲田大学出版部，
１９８７年，２２０―２２３頁）。

表４ 海軍技術研究所現員（１９３６年８月）
（人）

高 等 官 ５７
判 任 官 ４２

職 員 ・ 計 ９９

高 等 官 １９
判 任 官 ２

嘱 託 ・ 計 ２１

雇 員 ８３
傭 人 １７
職 工 ６９０
臨 時 職 工 ６８
職 夫 ８５

小 計 ９４３

［出所］ 前掲「海軍技術研究所現状一般（８月２０
日現在調）」。

表５ 海軍技術研究所研究部別従業員の学歴構成
（１９３６年８月） （人）

通 常 職 工
理学 化学 電気 造船 合計

大卒 ９ ５ ４ １８
専門学校卒 １０ １１ １８ ７ ４６
甲種 ４４ ２８ ５２ ３５ １５９
乙種 １９ ６ ７８ ５９ １６２
合計 ８２ ４５ １５３ １０５ ３８５

臨 時 職 工
大卒 １ １
専門学校卒 １ １
甲種 ３ ９ ８ ２ ２２
乙種 ２ １０ １ １３
合計 ３ １１ ２０ ３ ３７

職 夫
大卒 ２ ２ ４
専門学校卒 １ １ ３ ５
甲種 ４ ６ ７ ２ １９
乙種 ２ １６ １８
合計 ７ ９ ２８ ２ ４６

合 計
大卒 １１ ０ ８ ４ ２３
専門学校卒 １１ １２ ２２ ７ ５２
甲種 ５１ ４３ ６７ ３９ ２００
乙種 １９ １０ １０４ ６０ １９３
合計 ９２ ６５ ２０１ １１０ ４６８

［出所］ 前掲「海軍技術研究所現状一般（８月２０
日現在調）」。
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表６ 海軍技術研究所技術者一覧（１９３３年）

氏 名 学 歴 卒業年 氏 名 学 歴 卒業年
伊 藤 孝 次 東大・舶機 １９０３ 林 銀 蔵 早稲田高工・機械 １９３０
箕 原 勉 東大・電気 １９０７ 本 田 浅次郎 日大高工・機械 １９３０
石 川 半 七 東工大・機械 １９０９ 太 田 元一郎 米沢高工・電気 １９３０
池 谷 増 太 東工大・電気 １９１５ 多羅田 繁 雄 長岡高工・電気 １９３０
佐々木 繁 東大・造兵 １９１５ 高 野 孝 早稲田高工・電気 １９３０
平 岡 巌 京大・電気 １９１６ 中 村 仁 浜松高工・機械 １９３０
谷田部 鑛二郎 仙台高工・電気 １９１７ 柳 沢 照 雄 早稲田高工・電気 １９３０
菅 春 松 東京工専・機械 １９１９ 古 屋 始 彦 日大高工・機械 １９３０
谷 恵吉郎 東大・電気 １９１９ 赤 坂 秀 夫 早稲田高工・電気 １９３０
松 山 武 秀 東大・船舶 １９１９ 佐久間 成 則 東京工専・機械 １９３０
阿 部 米 吉 東京工専・機械 １９１９ 塩 野 卓 三 早稲田高工・電気 １９３０
出 淵 巽 東大・船舶 １９２０ 石 井 弘 早稲田高工・電気 １９３１
小 沢 仙 吉 京大・電気 １９２０ 石 川 達 横浜高工・応化 １９３１
中 村 喜 忠 早大・機械 １９２０ 原 田 豊 九大・応化 １９３１
茂 木 武 雄 東大・応化 １９２０ 細 谷 資 英 東大・船舶 １９３１
川 添 秀 夫 阪大・舶機 １９２１ 小 川 六三郎 金沢高工・応化 １９３１
箕 作 秋 吉 東大・応化 １９２１ 落 合 弘 横浜高工・機械 １９３１
茂 木 泰 助 東京工専・応化 １９２１ 田 中 萬次郎 東大・機械 １９３１
太 田 善一郎 東工大・電気 １９２２ 高 尾 延 彦 東北大・電気 １９３１
渡 辺 祐 一 仙台高工・機械 １９２２ 津 村 孝 雄 東工大・電気 １９３１
藤 田 彌之助 米沢高工・応化 １９２２ 山 田 幸 雄 早稲田高工・機械 １９３１
小 林 一 阪大・舶機 １９２２ 松 田 弘 浜松高工・電気 １９３１
長 田 繁 雄 東京工専・応化 １９２３ 小 林 一 東北大・電気 １９３１
竹之下 慎 一 日大専工・電気 １９２３ 阿 部 武 男 米沢高工・応化 １９３１
梅 谷 重三郎 横浜高工・機械 １９２３ 浅 島 武 雄 東工大・電気 １９３１
山 本 正 治 日大専工 １９２３ 佐々木 平 早稲田高工・機械 １９３１
真 野 惣次郎 東京工専・応化 １９２３ 遊 佐 郁 郎 東北大・電気 １９３１
牧 田 三 郎 日大専工・電気 １９２３ 島 田 雅 視 東大・船舶 １９３１
廣 澤 眞 吾 東大・機械 １９２３ 千 手 克 二 早稲田高工・電気 １９３１
伊 藤 庸 二 東大・電気 １９２４ 岩 間 昇 日大高工・機械 １９３２
小 岩 健 東大・船舶 １９２４ 石 田 法三郎 東京工専・電気 １９３２
佐 藤 長 蔵 東京工専・機械 １９２４ 橋 本 喜三郎 米沢高工・電気 １９３２
川 上 文 豪 横浜高工・電化 １９２５ 橋 本 安 弘 早稲田高工・電気 １９３２
中 澤 重 代 横浜高工・機械 １９２５ 小野寺 忠兵衛 早稲田高工・機械 １９３２
石 井 福 久 東京工専・電気 １９２６ 高 須 孔 武 横浜高工・造船 １９３２
服 部 留七郎 東工大・機械 １９２６ 中 村 猛 雄 広島高工・機械 １９３２
小 寺 辰次郎 東京工専・電気 １９２６ 永 山 正 平 東京工専・機械 １９３２
竹 尾 金兵衛 横浜高工・電工 １９２６ 野 辺 忠 明 長岡高工・電気 １９３２
小 寺 辰次郎 東京工専・電気 １９２６ 野 中 重 彌 九大・造船 １９３２
三 浦 良一郎 東京工専・機械 １９２６ 佐々木 喜 市 東京工専・機械 １９３２
島 村 太 郎 仙台高工・電気 １９２６ 木 村 至 東京工専・機械 １９３２
森 清重郎 東京工専・建築 １９２６ 伊 藤 恒 雄 東北大・電気 １９３３
伊 藤 庄 衛 東京高等工芸・精機 １９２７ 細 見 知 雄 日大・電気 １９３３
市 川 倫 作 横浜高工・機械 １９２７ 道 家 治 徳 熊本高工・電気 １９３３
細 田 市 郎 早大・応化 １９２７ 海 藤 雅 美 東北大・電気 １９３３
川 村 武 司 東京工専・電気 １９２７ 吉 岡 七 二 東京工専・電気 １９３３
建 村 寛 弌 早大・機械 １９２７ 田 中 教 人 横浜高工・造船 １９３３
舟 橋 鋭 一 東京工専・電気 １９２７ 高 橋 英 俊 東北大・電気 １９３３
藤 井 雄太郎 浜松高工・機械 １９２７ 高 尾 磐 夫 京大・電気 １９３３
菊 地 秀 夫 東京工専・機械 １９２７ 高 尾 清 名古屋高工・電気 １９３３
石 井 泰 輔 横浜高工・電化 １９２８ 梅 澤 次 郎 日大・電気 １９３３
西 原 貢 東工大・電気 １９２８ 工 藤 英 雄 東京工専・電気 １９３３
小 山 武 夫 熊本高工・採冶 １９２８ 山 田 恒 義 日大高工・機械 １９３３
鶴 尾 定 雄 東大・化学 １９２８ 山 本 勝 之 米沢高工・電気 １９３３
八 代 陽 七 秋田鉱専・冶金 １９２８ 松 井 孝 東京工専・機械 １９３３
小檜山 順 一 東工大・応化 １９２８ 深 澤 友 衛 東京工専・電気 １９３３
杉 浦 三 郎 東京工専・電気 １９２８ 古 賀 直 己 熊本高工・電気 １９３３
渡 辺 信 雄 東京工専・電気 １９２９ 阿 部 徳 治 東京工専・機械 １９３３
川 上 晴 東京工専・電気 １９２９ 佐 藤 泉 三 東工大・電気 １９３３
吉 田 武 雄 東京工専・機械 １９２９ 北大路 信 忠 京大・冶金 １９３３
村 松 孝 二 東工大・電気 １９２９ 重 野 隼 太 東大・化学 １９３３
工 藤 民治郎 米沢高工・電気 １９２９ 渋 谷 善 嶺 米沢高工・応化 １９３３
山 口 馨 東京工専・電気 １９２９ 末 澤 慶 忠 京大・機械 １９３３
幕 田 陽 治 仙台高工・電気 １９２９ 鈴 木 貫 之 米沢高工・電気 １９３３
森 田 邦 雄 東大・船舶 １９２９

［出所］ 堤耕作編『日本技術家総覧』昭和９年版，日刊工業新聞社，１９３４年。
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名，横浜高工１０名，米沢高工８名の順であっ

た。

１９３３年時点の海軍技研の科学者・技術者は全

体に若く，大学・専門学校卒業後１０年以内（１９２３

年卒業以降）の者が１０７名，全体の８３％に達し

た（表６参照）。３２年度の航空研究部の移管

後，海軍技研の職員・技術者・科学者はふたた

び増加し，前掲表５にあるように３６年８月時点

の職工・職夫のうち７５名は大学・専門学校卒で

あり，これに前掲表４の職員９９名を加えると１７４

名になった。

（３）研究項目

表７にあるように１９２７～３５年度の年度末研究

件数は２００弱から３４６件に達した。研究・実験項

目は①訓令・照会によるもの（予算別途配

布），②訓令・照会によるもの，③技研が自発

的に実施するものに分かれた。例えば１９２４年度

実施の研究件数は２０９件（科学研究部９４件，電

気研究部３９件，航空研究部２９件，造船研究部４７

件）であったが，そのうち第一類の研究が３８

件，第二類が６１件，第三類が１１０件であった１３。

同様に２５年度実施の研究件数は１９２件（科学研

究部９０件，電気研究部３７件，航空研究部３８件，

造船研究部２７件）であったが，そのうち第一類

が３０件，第二類が４７件，第三類が１１５件であ

り１４，２４・２５年度とも技研の独自研究が訓令・

照会研究を件数で上回っていた。

また海軍技研ではお互いが各部の状況を知る

ために輪講会と呼ばれる講演会が隔週１回の頻

度で開催された。各会とも報告者は２名，報告

時間約３０分，質疑討論約１５分とされた。第１回

輪講会は１９２６年１月２２日に開かれ，演題は「瓦

斯マスクニ就テ」（報告者：金子吉三郎造兵大

尉）と「軽艦艇ノ設計ニ就テ」（平賀譲造船少

将）であり，第３３回輪講会（２６年６月１７日開

催）の演題は「我海軍ノ現用火工兵器ニ就テ」

（船越致水技師）と「通信器ニ就テ」（齋郷信

治技師）であった１５。

３．各部の研究活動

（１）科学研究部（理学・化学研究部）

１９２５年６月の制度改正によって誕生した科学

研究部は，２６年には「現在海軍ニ於テ独リ当部

ニノミ其研究ヲ課セラレタル光学兵器，航海兵

器，化学兵器及実験心理学ノ如キハ基礎的ヨリ

実用ニ至ルマデ全部ヲ究ムルヲ主旨トスルモ其

他ノモノニ就テハ基礎的ヲ主トシ応用ヲ従トシ

努メテ他実験研究部ト重複ヲ避クルニ留意セ

リ」といった研究方針であった。１９２６年６月現

在の科学研究部の配員数は高等官２２名，判任官

２０名であったが，「当部ノ如ク研究ノ所掌廣キ

部ニ対シテハ如上ノ定員並ニ配員ハ研究ノ進捗

上頗ル苦痛トスル所」としてさらなる増員を求

めていた。同部の職工数は１５０名であり，この
１３ 「海軍技術研究所現状一般」大正１５年６月（JACAR
［アジア歴史資料センター］，Ref. C０４０１５０１３４００公文備
考，昭和元年 官職５ 巻５）。
１４ 「海軍技術研究所現状一般」昭和２年６月（JACAR
［アジア歴史資料センター］，Ref. C０４０１５４９５７００公文備
考，昭和２年 官職７ 巻７）。

１５ 以上，「海軍技術研究所現状一般附録」昭和２年６月
（JACAR［アジア歴史資料センター］，Ref. C０４０１５４９５８００
公文備考，昭和２年 官職７ 巻７）による。

表７ 海軍技術研究所研究件数の推移
（件）

年度 年度末
研究件数 完了件数 報告件数

１９２７ １９４ ９
２８ １８７ １１
２９ １７７ ３８ １０６
１９３０ １９４ ５７ １１１
３１ ２５１ ７０ １３３
３２ ２６７ ８５ １７７
３３ ３１５ ４２ １６３
３４ ３４６ １０８ １９７
１９３５ １８３ ６３ ２４７

［出所］ 前掲「海軍技術研究所現状一般（８月２０
日現在調）」。

（注）� 数値は原資料グラフからの読み取り数値。
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うち帝大卒が３名，専門学校卒が１５名，甲種工

業学校および同程度が５９名であった１６。

表８は誕生後間もない１９２５年度の科学研究部

の実験研究項目を一覧したものである。光学兵

器，航海兵器，火工品，化学兵器，一般化学，

金属材料，実験心理の各分野で活発な研究開発

活動が展開されていたことがうかがわれる。研

究は基本的に部内研究であるが，光学兵器の

「八米二重測距儀」の場合，その試製を担当し

たのは日本光学工業株式会社であった。ただし

注文２台のうち１台分のレンズ・プリズムは科

学研究部が製作した１７。

１９２６年度になると科学研究部が担当する研究

課題はさらに増大し，従来の研究分野に砲熕兵

器，一般物理，工作機械の領域が加わり，光学

兵器でも実験研究項目は①「測距儀ノ熱影響防

止並ニ防湿方法ノ研究」，②「砲塔用照準望遠

鏡ノ研究試製」，③「副砲用照準望遠鏡ノ研究

試製」，④「対物鏡色収差ノ研究」，⑤「測距儀

用距離稜鏡ノ誤差研究」となった１８。

海軍における化学兵器研究は１９２２年に艦政本

部第一部に担当部員１名がおかれたことから開

始された１９。２３年には海軍技研研究部第二科の

燃料研究室を化学兵器（化兵）研究室に改変

し，震災後に同研究室は第二科に昇格した。２４

年には特殊化学兵器研究費１５万円（うち５万円

雑給雑費）が設定され，研究の基礎が固まっ

た。３０年には震災復旧費によって平塚出張所

（平塚海軍火薬廠構内）が開設され２０，３３年に

は特薬製造実験工場などが建設された。

１９３４年４月に科学研究部が理学研究部と化学

研究部に分割されるが，それは「従来海軍ニ於

ケル毒剤，煙剤，防毒剤，防毒兵器等ノ研究製

造ハ主トシテ海軍技術研究所科学研究部所掌ノ

一部トシテ実施シ来リシモ化学兵器ノ重要性及

之ニ関スル業務ノ広範ヲ加ヘタルニ鑑ミ化学研

究部ヲ新設シテ之ヲ専掌セシムルト共ニ従来ノ

科学研究部ハ其ノ所掌中ヨリ化学兵器ニ関スル

コトヲ除キ理学研究部ト改称スルヲ適当２１」と

判断されたためであった。

新設時の化学研究部は業務係・作業係・検査

係および第一科～第八科の３係８科編制であっ

た。第一科は化兵理化学，第二科は化兵医学，

第三科は応用兵器甲，第四科は応用兵器乙，第

五科は応用兵器丙，第六科は化兵造修甲並二同

工作法，第七科は化兵造修乙並二同工作法，第

八科は化兵造修丙並二同工作法を担当した２２。

一方理学研究部は，①基礎的基本研究（一般

物理，材料強弱，化学，冶金），②適用的基本

研 究（砲 熕，水 雷，航 海，光 学，機 関，火

工），③実験心理の３分野の研究推進が課題で

あったが，「我海軍ノ凡有研究実験ニ対シ学理

方面ノ『ブレーン，トラスト』ノ中心タルコト

ガ当部ノ使命」との自負をもっていた２３。

（２）電気研究部

電気研究部の淵源は１９１２年４月に海軍造兵廠

内にはじめて電気兵器関係の研究機関として設

置された電気部にさかのぼる。同部は１８年４月
１６ 海軍技術研究所科学研究部「現状報告」大正１５年６
月１日調（JACAR［アジア歴史資料センター］，Ref. C
０４０１５０１３４００ 公文備考，昭和元年 官職５ 巻５）１―
２頁。
１７ 海軍技術研究所科学研究部「実験研究事項」大正１５
年６月１日調（JACAR［アジア歴史資料センター］，
Ref. C０４０１５０１３４００ 公文備考，昭和元年 官職５ 巻
５）１頁。
１８ 同上資料，１３～３１頁参照。
１９ 以下，『相模海軍工廠』刊行会編『相模海軍工廠』１９８４
年，３―１７頁による。なお化学兵器，とくに毒ガス兵器
に関する最近の研究成果として，松野誠也『日本軍の
毒ガス兵器』凱風社，２００５年がある。

２０ 平塚出張所は基礎研究棟，応用研究棟，事務所，倉
庫などから構成され，築地時代の数十倍の規模に拡大
した（前掲『相模海軍工廠』，８頁）。平塚出張所設置
の背景には，１９２８年にドイツのハンブルグ郊外でホス
ゲンが漏洩して住民に大きな被害をもたらしたことが
あった（松野，前掲書，５６頁）。
２１ 海軍大臣大角岑生「海軍技術研究所令中改正ノ件請
議」昭和９年３月１６日。
２２ 『相模海軍工廠』刊行会編，前掲書，１頁。
２３ 理学研究部長「海軍技術研究所理学研究部現状申告
（口述）覚」昭和１１年８月２６日（防衛省防衛研究所図
書館所蔵）。

－ 8 － Vol.58 No.1大 阪 大 学 経 済 学



　

に拡張して研究部となり，従来の電気部はその

うちの第一科に含まれることになり，さらに海

軍技研が創立されると研究部電気班となり，２５

年６月の制度改革によって電気研究部となっ

た。同部は工務係，作業係，第一科，第二科に

大別され，第一科は高周波電気，第二科は一般

電気を対象としたが，「研究ハ多ク第一科第二

科共共通ナルヲ以テ所員ハソノ何レニモ兼務ト

ナレルノ形式２４」とした。同部の当初の分担は

大澤玄養（担当：無線電話機），小澤仙吉（無

線応用，方位測定機），濱野力（受信機，測波

器），池谷増太（艦船用送信機），田邊一雄（暗

号機），谷恵吉郎（大型送信機），富川藤太郎

（無線操縦），宮澤竹蔵（写真電送），木原又雄

２４ 電気研究部長「海軍技術研究所電気研究部現状報
告」昭和２年６月（JACAR［アジ ア 歴 史 資 料 セ ン
ター］，Ref. C０４０１５４９５９００ 公文備考，昭和２年 官職
７ 巻７）。

表８ 科学研究部実施研究実験一覧（１９２５年度）

種別 実験研究項目

光学兵器 八米二重測距儀計画試製

航海兵器

１．駆逐艦用須式（第六型）轉輪羅針儀ノ実験
２．潜水艦用安式航跡自画器図面板改良
３．「バリスチツク」誤差修正器試験
４．航海兵器実験研究
５．測深儀ニ関スル研究
６．経線儀誤差ノ研究
７．六分儀精度ニ関スル研究
８．内地製飛行機用速力計比較試験
９．艦船ノ原基磁気羅針儀装飾位置ニ於ケル磁場指力測定用計器ノ試製研究

火 工 品

１．煙薬類
２．艦尾波隠蔽装置
３．煙幕展張装置
４．魚雷発光器
５．潜水艦用発煙信号筒及薬包

化学兵器

１．石炭ノ硝酸処理ニヨル活性炭ノ製造研究
２．各種活性炭ノ性能研究（一部）
３．軍用曹達石灰ノ製造法
４．技研型甲種「マスク」試製

一般化学
１．分析方法標準制定作業
２．鉄及ビ鋼中ノ硫黄定量法改良実験
３．酸化「チタニウム」製造実験

金属材料
１．軽合金ノ研究
２．真鍮ノ脆性限界ノ研究

実験心理

１．掌電信兵志願者適性検査ニ関スル件
２．舞鶴要港部軍需部女工採用適性検査ニ関スル件
３．手旗信号法ノ研究
４．「モールス」符号ノ研究
５．操舵練習機ノ考案
６．艦船ノ機関科作業ニ於ケル疲労程度測定ノ理論並ニ実施ニ関スル基礎的研究
７．瓦斯「マスク」ノ装着ガ機関科諸作業ニ及ボス影響ノ実験的研究ニ関シ其ノ方法ノ案画並ニ実
施ノ指導
８．瓦斯「マスク」ノ装着ガ人体機能ニ及ボス影響ノ実験的研究
９．航空生理並ニ心理ニ関スル実験研究

［出所］ 海軍技術研究所科学研究部「実験研究事項」大正１５年６月１日調（JACAR［アジア歴史資料セン
ター］Ref. C０４０１５０１３４００公文備考 昭和元年，官職５，巻５）。
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（航空無線），久山多美男（水中音響），齋郷信

治（庶務）であった２５。同部の組織はその後拡

充を続け，３６年時点では第一科（無線通信・受

信），第二科（無線通信・送信），第三科（無線

応用），第四科（航空通信），第五科（電気音

響），第六科（一般電気）の６科および工務・

作業の両係から構成された２６。

海軍造兵廠電気部時代を含めて関係する高等

官を一覧すると表９の通りであった。海軍造兵

廠の初代電気部長は森越太郎であり，第二代は

西尾雄治郎（１９１４年４月就任），第三代は渡邊

襄（１６年１２月），研究部初代部長は吉田太郎

（１８年４月），第二代は渡邊玉樹（２１年１２月），

第三代は西崎勝之（２２年４月）であり，海軍技

研時代になると初代研究部長は大石�吉（２３年
４月），第二代は稲川與一（２３年４月），第三代

は末常共介（２４年１２月）と続き，電気研究部が

設置された際の初代部長は箕原勉であった２７。

この１０名の歴代部長のうち３名が欧米出張経験

者であった（表９参照）。

表１０に示されているように電気研究部の作業

費総額は１９２８年度まで増加し，３０年度には製造

費の減少に規定されて大幅に低減したものの，

３１・３２年度には事件費の配当を受けて大きく増

加し，３２年度の作業費総額は３３７万円に上っ

た。従業員数に関しては２９年まで増加を続け，

その後は横ばいに転じた。しかし，特許出願

数，特許数ともに２０年代末から一段増加してい

ることが分かる。ただし２７年度の試験研究費は

８万８００円であり，「内附属費トシテ研究費ヨリ

使用スルモノ約二二，〇〇〇円（内共同負担額

七，五〇〇円）を控除すれば正味研究費トシテ

有効ナルハ五八，八〇〇円トナル故ニ之ヲ各研

究員ニ分配スレバ一人当リ工費材料費共約

五，〇〇〇円ナリ其他予定セラルル別途訓令ニ

ヨル研究費毎年約二〇，〇〇〇円アレトモカゝ

ル少額ヲ以テ到底完全ナル研究ヲ遂行スルコト

能ハザルヲ以テ試製兵器トシテ注文予算中ソノ

計画ヲ決定スルマデノ研究ニ属スル費用ハ之ヲ

研究費ニ振向ケルコトゝセリ２８」といった状況

であり，この頃までの電気研究部の研究活動は

厳しい予算制約下におかれていたのである。

電気研究部の成立以降，電気兵器の研究が活

発化するが，「殊に無線兵器に於ては日進月歩

著しくしてその制式を確立するに至らざる内に

改良の必要を生ずる場合あり，常に試製時代を

継続する事となるを以て，或る程度迄は製造力

を保有するの要あり」との観点から，電気研究

部は従来の研究部電気班と工作課の電気関係の

部分を合併し，研究とともに若干の製造能力も

保持することになった。また研究の中心課題の

一つであった短波通信については未解決の問題

が多く，１９２７年度には学術研究会議主催の陸海

軍，逓信省，各大学，技研が協力する大規模な

実験が行われ，海軍技研は送信側を担当した２９。

しかし研究業務が増加する中で，電気研究部

は１９２８年度に「当部としては研究を主とし，製

作に関しては秘密保持に差支なき限り成る可く

之れを民間工場に移し適当に指導する方針」に

転換した。また３１年度には「上海満洲事件費作

業六十二万円に及び，之等を悉く年度内に無事

完成し」，３２年度にも「満洲事件費作業は實に

百八十三万円」に達したのである３０。

１９２０年代後半における電気研究部の研究成果

の一つに，「同一受信空中線に数多の受信機を

接続し同一の受信室内に相互の干渉なく所謂多

重受信をなし乍ら然も同時交信をなし得る受信

装置」である「多重受信兼同時交信装置」（１９２７

年，秘密特許のため広告なし）があった３１。本
２５ 田丸直吉『兵どもの夢の跡』私家版，１９７８年，１８０―１８１
頁。
２６ 「電気研究部作業現状」昭和１１年８月２６日（防衛省
防衛研究所図書館所蔵）。
２７ 海軍技術研究所電気研究部編『海軍技術研究所電気
研究部沿革概要』１９３３年，１４頁参照。

２８ 前掲「海軍技術研究所電気研究部現状報告」昭和２
年６月。
２９ 海軍技術研究所電気研究部編，前掲書，５―７頁。
３０ 以上，同上書，７，１０―１１頁。
３１ 同上書，５４頁。
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表９ 海軍電気兵器関係高等官・判任官一覧

氏 名 着任当時の階級 着任年月 着任時
兼務 退任年月 備 考 氏 名 着任当時の階級 着任年月 着任時

兼務 退任年月 備 考

澤 鑑之丞 廠長 造兵総監 １２年１２月 毛利 良 所員 少佐２６年１０月
森 越太郎 電気部長 大佐１２年３月 １４年４月 鍋崎 茂明 所員 機関中佐２７年 ○ ２７年１２月
木村 駿吉 部員 技師１２年３月 １３年 渡邊 鐐一 所員 中佐２７年 ○ ２９年１２月
上田 良武 部員 少佐１２年３月 １３年 齋藤 一治 部員 機関中佐２７年 ○ ３０年４月
箕原 勉 部員 造兵大技士１２年３月 １６年９月―１７年４月：仏・伊出張 井上 達六 所員 少佐２７年１２月
横川孫一郎 副部員 技師１２年 ○ １４年 宮澤 竹蔵 所員 造兵大尉２８年６月 ２９年９月
吉見 乾海 廠長 少将１２年１２月 １４年１２月 久山多美男 所員 造兵大尉２８年１２月
黒瀬 清一 部員 少佐１３年 １４年 長内 鶴松 附 特務少尉２８年１２月
糟谷季之助 部員 大尉１３年 中島 正人 出仕 少佐２９年
林 翼一 部員 技師１３年 １７年 加藤 信夫 所員 主計少佐２９年２月 ○ ３０年１２月
松田 達生 附 技師１３年１月 ２９年６月 ２０年９月―２１年４月：英出張 淡近 赳夫 出仕 技師２９年７月 ３２年２月
渡邊 襄 部員 技師１３年１１月 ○ １９年６月 １５年３月：米出張 伊藤 庸二 出仕 造兵大尉２９年１１月
秋元猛四郎 部員 機関少佐１４年 ２１年 武田 哲郎 所員 中佐２９年 ○
林 房吉 嘱託 技師１４年１月 ○ １８年６月 太田 襄吉 附 特務大尉２９年 ○ ３１年１０月
上野 七夫 部員 造兵大技士１４年４月 １４年１２月 抜山 平一 嘱託３０年２月 ○
西尾雄治郎 電気部長 大佐１４年４月 １６年１２月 荒木 拙三 所員 機関中佐３０年４月 ○ ３３年１月
西崎 勝之 部員 少佐１４年７月 ２３年８月 １５年５月：米出張 内藤 信利 所員 主計少佐３０年４月 ○ ３２年２月
有地藤三郎 部員 造兵大技士１４年８月 ○ １７年６月 中島省三郎 所員 少佐３０年５月 ３０年８月
平岡善之丞 部員 少佐１４年１０月 １５年１２月 喜安 貞雄 所員 造機大尉３０年５月 ○ ３１年１２月
種子田右八郎 廠長 造兵総監１４年１２月 １５年１１月 中村 珍次 所員 中佐３０年８月 ○
深井 宗吉 部員 造兵大技士１５年 ○ ２６年 伊藤 孝次 所長 造機中将３０年１２月
松木 宇吉 部員 造兵大技士１５年６月 １６年１月 堀内 多雄 所員 少佐３０年１２月
有坂金召蔵 廠長 造兵総監１５年１１月 ２２年１２月 中野 實 所員 大尉３０年１２月
柳沢 裕冬 部員 機関少佐１５年１１月 １６年９月 柿本権一郎 所員 中佐３０年１２月 ○ ３１年１２月
伊藤 信作 部員 機関少佐１６年 ○ １９年 広澤 眞吾 所員 造機少佐３１年１２月 ○
徳田伊之助 部員 少佐１６年 ○ １９年 三神 正 所員 大尉３１年１２月 ○
河原 孝 部員 造兵大技士１６年 １６年 山崎 重良 附 特務少尉３１年１２月 ３２年１２月
木下 國明 部員 主計少監１６年 ○ １６年 川島 経裕 所員 主計少佐３２年２月 ○ ３２年１１月
古市 龍雄 部員 機関大尉１６年９月 １７年６月 谷田部鑛二郎 所員 技師３２年７月
石田 正一 部員 少佐１６年１２月 ○ １８年 小倉 眞二 所員 少佐３２年８月 ○
服部 主計 部員 大尉１６年１２月 ２３年４月 ２０年１月―２１年７月：欧米出張 和田正三郎 出仕 造兵中尉３２年１０月 ○
南條 寿 部員 主計少監１６年１２月 ○ １７年 宮本 政男 所員 主計少佐３２年１１月 ○
富川藤太郎 部員 機関大尉１７年６月 ２８年１２月 ２０年４月―２１年１月：米出張 本田甚太郎 所員 少佐３２年１１月 ○
中山 鞆信 部員 少佐１８年 ○ １９年 俣賀 紀六 所員 機関少佐３３年１月
宇都宮俊彦 部員 造兵少監１８年 ○ １９年 高橋 忠司 書記１２年４月 ２３年３月
大内 善平 附 技師１８年 ２３年２月 大内 善平 技手１２年４月 １７年９月
吉田 太郎 研究部長造兵大監１８年４月 ２１年１２月 山本 郁雄 技手１２年４月 １２年１１月
渡邊 玉樹 部員 中佐１８年４月 ○ ２２年４月 石田 喜作 技手１２年４月 １６年１２月
中山 若枝 副部員１８年４月 ２１年 梶山 修造 書記１２年６月 １４年８月
山田 光雄 副部員 技師１８年４月 １９年 八代五郎蔵 技手１２年７月 １６年９月
山田幸五郎 副部員 造兵中技士１８年４月 ○ 松田 達生 技手１２年９月 １３年１月 技師昇進（２９年６月）
新田 重治 副部員 造兵中技士１８年４月 ２１年 山縣尚三郎 技手１３年１２月 １４年８月
林 忠美 部員 主計少監１８年４月 ○ １９年 小森 順造 技手１５年５月 １５年７月
樋口 永雄 部員 造兵大技士１８年１２月 １９年８月 青木 茂三 技手１５年１２月 １７年９月
福井 愛助 部員 少佐１９年 ○ ２１年 吉野 常蔵 技手１６年８月 １７年８月
谷 恵吉郎 副部員 造兵中尉１９年１０月 ２２年３月―２３年９月：仏出張 池邊 常力 技手１６年８月 ２３年２月
清水 清蔵 部員 技師２０年 ○ ２２年 池谷 増太 技手１７年１月 ２０年３月―２１年１２月：仏出張，技師昇進（２３年６月）
江口 精一 部員 主計少監２０年 ○ ２１年 遠藤 進 技手１７年９月 ２３年２月 １９年１１月―２１年９月：英出張
大澤 玄養 部員 少佐２０年２月 ２７年１２月 榊原 玄龍 技手１８年５月 ２１年１２月
宮富 保雄 部員 機関中佐２０年 ○ ２２年 太田 周平 技手１８年９月 ２７年５月
鎮目 靜 部員 中佐２１年 ○ ２１年 中田 豊蔵 技手１９年３月 ２６年４月 ２２年３月―２３年９月：仏出張
青木 茂三 副部員 技師２１年２月 ○ ２３年１２月 石井 誠一 書記１９年９月 ２０年１０月
山口 信助 部員 機関大尉２１年 ○ ２２年 西巻 準一 技手２０年６月 ２３年２月
桑久保俊次 部員 主計少監２２年 ○ ２２年 土井 兼造 技手２２年６月 ２３年４月
野田 鶴雄 廠長 造兵少将２２年１２月 ２５年１２月 吉田謙次郎 技手２３年４月 特務工手昇進（２８年４月）
大石 �吉 研究部長 技師２３年４月 ２４年３月 大塩 幹 嘱託２３年４月 ２９年１２月
田中 茂友 所員 少佐２３年４月 ○ ２７年１２月 大野 茂 技手２３年５月
御宿 好 所員 機関少佐２３年４月 ○ ２５年８月 太田善一郎 技手２３年５月
齋郷 信治 所員 技師２３年４月 ○ ３２年５月 柴田 繁吉 技手２３年１１月
佐野 嘉末 部員 主計少監２３年４月 ○ ２３年 小川 利重 嘱託２４年４月 工手昇進（２９年４月）
田邊 一雄 所員 技師２３年４月 小林 勝 技手２４年１０月 ２６年５月
濱野 力 所員 大尉２３年４月 ３０年１２月 吉田 忠一 技手２４年１０月 ２５年１０月
園田 又雄 出仕 造兵中尉２３年５月 ○ 森島 彌一 技手２５年４月 ２８年１０月
池谷 増太 所員 技師２３年６月 長内 鶴松 兵曹長２５年１１月 特務少尉昇進（２８年１２月）
稲川 與一 研究部長造機少将２４年４月 ２４年１２月 沼田 三郎 技手２５年１２月
末常 共介 研究部長機関大佐２４年１２月 ２５年６月 落合 新作 技手２７年４月 ３２年５月
足立 吉平 所員 機関中佐２５年 ○ ２７年１２月 重中 芳平 技手２７年５月 ３２年５月
濱野 春男 部員 主計大尉２５年 ○ ２５年 高林 捨三 特務工手２９年４月
茂木 知二 部員 主計少佐２５年 ○ ２５年 鈴木 恵吉 技手２９年４月 ３２年５月
小澤 仙吉 所員 機関少佐２５年８月 山崎 重良 兵曹長２９年１１月 ３２年１２月 特務少尉昇進（３１年１２月）
平賀 譲 所長 造船少将２５年１２月 ３０年１２月 池田 忍 書記３０年８月
山本丑之助 部員 主計少佐２６年 ○ ２６年 西原 貢 技手３２年７月
倉富朋五郎 部員 主計少佐２６年 ○ ２８年 幕田 陽治 技手３２年７月

［出所］ 海軍技術研究所電気研究部編『電気研究部沿革概要』１９３３年，２５―３４頁。
（注）� 右欄の高橋忠司以下は，判任官。
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装置は大澤玄養部員を中心にして開発された。

１９２６年に軍令部の降幡通信参謀から「今度の大

演習の統監艦には少なくも九重受信の可能なる

受信機を必要とするが出来ないものか。之れな

くば大演習の指導実施は殆んど不可能に近い」

との依頼を受けた大澤は，大野茂技手，森工手

らとともに昼夜兼行で研究に没頭した結果，

「トランスフォーマーカップル方式」がもっと

も適切な増幅方式であるとの結論にいたり，従

来のものと比較して通信量が２０数倍も増加した

受信・交信装置の開発に成功した３２。

１９３０年ころは短波通信が実用化段階に入り，

同時に超短波が脚光を浴び始めた時期であり，

性能の良い真空管も開発されつつあった。イギ

リス留学から帰国した淡近赳夫海軍技師は大澤

玄養部員の下で超短波の研究を進め，３０年に艦

隊内通信用の九〇式無線電話機を開発した。３０

年１１月から３２年８月にかけて６５組が製造され，

３１年６月には受信用真空管の改造などによって

「改二」となり，この最終版は艦隊内のすべて

の艦船に装備された３３。また３２年には堀内多雄

中佐と大野茂技師によって全波受信機である九

二式特受信機が開発されたが，この受信機はそ

の後改良を施されて汎用受信機として太平洋戦

争終結時まで使用され，海軍の無線機の中では

もっとも多く製造されたものであった３４。

こうした研究活動の活発化にもかかわらず，

あるいは活発化したが故に１９３０年代半ばに至っ

ても電気研究部の現状に対する関係者の不満は

大きかった。同部の「本来ノ任務」として，第

１に「海軍唯一ノ総合研究機関タル当所ノ電気

一般ニ関スル部門ヲ担当スルコト／即チ電気学

ノ軍用的応用ニ関スル基礎研究ノ元締タルト共

ニ応用電気学ニ関シ部内外ノ諮問乃至指導機関

タルコト」，第２に「通信技術ノ基本，中間及

実用研究機関タルコト即チ通信技術ヘノ学理ノ

応用，通信装置ノ設計法ノ研究，新兵器ノ設

計，仮製試製等」が指摘されたが，「第一ニ就

テハ先ヅ無力ト申スベキ部内外ニ対シ遺憾ナル

現状デアリ」，「当部トシテ第二ノ通信技術ノ研

究ニ没頭セシメラレツツア」る現状であった。

こうした中で「多数緊要ナル実用的研究ニ追ハ

レテ居ル状況デアリマシテ，其ノ為基本的及中

間的研究ニ向ケ得ル能力少ナク，不本意乍ラ目

３２ 以上，元海軍大佐大澤玄養『帝国海軍無線電信受信
機の変遷』１９６２年（防衛省防衛研究所図書館所蔵）に
よる。
３３ 以上，海軍技術研究所電気研究部編，前掲書，６９
頁，および田丸，前掲書，１８１―１８２頁による。

３４ 合計生産台数は約３０万台と推定されている（田丸，
前掲書，１８５頁）。

表１０ 電気研究部の経費・従業員数・特許数
（円，人）

年度
経費

調査年月
従業員数 特許

試験研究費
�

製造費
�

�のうちの
研究費

作業費総額
�＋�

特務
工手 工手 職工 職夫 人夫 合計 年度 特許

出願数特許数

１９２５ ８０，８００ ３６６，２３２ ６２，０００ ４４７，０３２２５年６月 ９ １０７ １１６１９１５ ２ ２
２６ ８０，８００ ６１１，８６７ １０１，０００ ６９２，６６７２６年５月 ７ １１７ １２４ １７ ２ ２
２７ ８０，８００ ７４９，６２４ １２５，０００ ８３０，４２４２７年５月 ８ １２２ １３０ １８ １
２８ １２６，０３２ １，２７７，７３２ １９３，９６８ １，４０３，７６４２８年５月 １ ９ １３０ １ ４ １４５ １９ ３ ２
２９ １３０，８００ １，２７２，５４７ ２０２，０００ １，４０３，３４７２９年５月 ２ ７ １４３ １４ ５ １７１ ２４
１９３０ １３１，４２２ ９４６，９４０ １９２，０００ １，０７８，３６２３０年５月 ２ １１ １４５ １２ ５ １７５ ２５ １ １
３１ １４５，６００ １，２１９，８７０ １７１，３７８ １，３６５，４７０３１年５月 ２ １６ １３８ ５ ５ １６６ ２６ ２ １

６２３，５５０ ４７，５５０ ６２３，５５０３２年５月 ２ １５ １４３ ５ ５ １７０ ２７ ２ １
３２ １４１，１３２ １，３９７，０００ ２２４，５００ １，５３８，１３２３３年２月 ２ １３ １４４ １４ ５ １７８ ２８ ８ ４

１，８３３，９００ １，８３３，９００ ２９ ２ ７

［出所］ 海軍技術研究所電気研究部編，前掲書，９５，１１５―１１６頁。
（注）� 経費：１９３１・３２年度の下段は事件費。

� 製造費は修理受託等を含む。

３０ １０ ３
３１ ４ ６
３２ ８ ４
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前ノコトヲ拙速的ニ処理シツツアルト申シテイ

イ現状デアリマス。／従ツテ部内外，官民諸機

関トノ横ノ連絡ヲ充分ニ保ツ余裕ヲ有セズ」と

いった状況であった３５。

１９３６年に電気研究部で将来研究を担当する第

一科３６主任の谷恵吉郎造兵大佐が３７，短波指向型

空中線の経験を基礎として，その後のメーター

波レーダーとほとんど同じ考え方の「電波によ

る索敵兵器」実現の可能性を提案したところ，

向山均部長（造兵少将）は用兵者の意見を徴し

た上で不採用との判断を示した。電波兵器より

も暗視装置を重視する用兵者の判断によって，

海軍技研における電波兵器開発は一時停滞する

ことになるのである３８。しかし３５年１２月から３８

年１１月まで部長職にあった向山は「自分がロ

ボットとして最も歩かされたのは部外との連絡

の拡大強化と云う方面であった。兎角軍の機密

と云う殻にたてこもり勝であった海軍の機密を

より広大な基礎の上に築きあげる事に及ばずな

がら御手伝いが出来たのは君（伊藤庸二－引用

者注）の企画の適切であった為であった３９」と

回想している。日中戦争勃発前後期から若手研

究者を中心として海軍技研電気研究部と外部機

関との交流が活発化しはじめていたのである。

（３）造船研究部

船型試験水槽が築地に設置されたのは１９０９年

であったが，これを母体にして海軍技研が成立

する。艦船関係の研究は艦政本部が所掌してお

り，造船は第四部の所管であった。第四部は建

艦計画，各国の海軍軍備の状況，軍令部からの

要求などを勘案して研究課題と完成時期を決定

し，海軍技研および呉海軍工廠造船実験部（３６

年設置）に提示した４０。

１９２５年の設置当初の造船研究部は第一科と第

二科に分かれ，前者は艦艇推進・抵抗，後者は

艦艇強力・振動・動揺・旋回，艦艇防禦・艤装

を担当した。１９２６年６月時点の同部の人的構成

（配員）は，高等官６名（うち３名兼務），嘱

託１名，技手４名，職工４１名であった４１。

造船研究部には徳川武定を中心にして八代

準，出淵巽，鬼頭史城といった船舶流体力学の

専門家が揃っており，１９２５年１２月には平賀譲が

所長に就任して震災で壊滅した艦型試験水槽の

再建に邁進し，３０年に「目黒水槽」が建設され

た４２。この間，平賀は「大水槽完成迄数年間を

空しく拱手するの不利を慮り，且つ研究に従事

するものの士気振興の良策たらしめんと思ひ研

究所内４３」に平賀水槽を仮設したが，この水槽

３５ 以上，「電気研究部一般現状」昭和１１年８月２６日（防
衛省防衛研究所図書館所蔵）。
３６ 第三代電気研究部長向山均は１９３６年１２月に部内の所
掌区分の改組を実施し，第一科（基礎研究）・主任・谷
恵吉郎造兵大佐，第二科（無線送信）・主任・池谷増太
技師，第三科（無線受信）・主任・浜野力大佐，第四科
（無線応用）・主任・小沢仙吉機関大佐，第五科（音響
兵器）・主任・中島正人，第六科（電気応用）・主任・
田辺一雄技師とした。改組の重点は基礎研究を担当す
る第一科の新設であり，同科には伊藤庸二造兵中佐，
久山多美男造兵少佐，田丸直吉造兵大尉などが配属さ
れた（電波監理委員会編，前掲書，１９８頁）。
３７ 「第一科主任として，基礎研究を担当する任務に
あった」谷恵吉郎は，「革新兵器につながる新奇の研究
問題を案出するため，あれこれ頭をひねっていたが，
その当時私は特許局審査官を兼務しており外国からの
特許出願書類をみて，新技術の発展動向を膚で感じる
機会に恵まれていた」（谷恵吉郎「海軍技術物語�－海
軍と電気－」『水交』第３６６号，１９８４年８月，２４頁）。
３８ 以上，鮫島素直『元軍令部通信課長の回想』１９８１
年，９１―９２頁。
３９ 向山均「伊藤君の思い出の二つ三つ」（故伊藤庸二君
記念文集刊行会編『伊藤さんの俤』１９５６年）２５頁。

４０ 日本造船学会編『昭和造船史』第１巻，原書房，１９７７
年，６２９頁。
４１ 以上，海軍技術研究所造船研究部「現状報告並実験
研究事項」大正１５年６月（前掲，公文備考，昭和元年
官職５ 巻５）による。

４２ 以下，日本造船学会編『日本造船技術百年史』１９９７
年，８１―８３頁による。１９２６年６月時点で八代準造船大佐
は大型試験水槽に関する計画のため海外出張中であ
り，後任として出淵巽造船大尉の独逸出張が予定され
ていた（海軍技術研究所造船研究部，前掲「現状報告
並実験研究事項」）。
４３ 平賀譲「小試験水槽に就て」（『造船協会会報』第４０
号，１９２７年３月）２１０頁。なお徳川武定は１９２５年に自邸
の庭に小規模の試験水槽（徳川水槽）を設備し，実験
を重ねており，平賀水槽はその成果を踏まえたもので
あった（同上）。
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は「所員にして本会（造船協会－引用者注）正

員たる有田延君徳川武定君大洞直次君長澤新九

郎君出淵巽君等の諸氏と協力計画を進め」，２６

年７月に建設を開始し，１０月に早くも船体模型

の動揺試験，１１月に抵抗試験が開始された。こ

うした１年余にわたる実験の結果，２８年春に平

賀は摩擦抵抗算定の実験式の基本構想を固める

ことができたのである。

１９２６年度の造船研究部の予算（年度当初配布

＋別途配布）は，工費が３万７８１円，材料費が

８万５８０５円，附属費が３万８４７６円，合計１５万５０６２

円であった。材料費の割合が高いが，これは

「部内職工不足ノ為模型製作実験研究装置ノ製

作ハ大部分外注文トシ之等購入品ノ代償ガ皆材

料費トシテ計上セラルル」ためであった４４。ま

た研究項目は大きく，甲類（予算別途配布で訓

令によるもの），乙類（訓令による初頭配布予

算内の研究），丙類（自発による初頭配布予算

内の研究），受託類（部外の依託に応じ料金を

徴しての研究）に分かれたが，２６年度について

みると，年度中に完了した研究１１件（甲６件，

乙１件，丙１件，受託３件），年度末において

研 究 中 の も の２５件（甲３件，乙６件，丙１６

件），一時中止のもの３件（丙３件）であっ

た４５。

１９３０年に「目黒水槽」が建設されると，主要

船型に対する旋回実験や各種の系統模型実験な

ど行われるようになり，その成果の一部は赤崎

繁によって学会誌に発表され，なかでも蛇圧お

よびその中心位置を求める実験式は広く用いら

れた４６。

（４）航空研究部

１９２５年６月に航空班は航空研究部となり，こ

れを機に築地から霞ヶ浦に移転し，全業務を

霞ヶ浦出張所の新施設で開始した。航空研究部

の人員（現員ベース）は２７年６月現在で高等官

１３名（うち本務所員６名），判任官５名，雇員

１名，職工１１２名（うち実験工９１名）であっ

た４７。また２６年度に実験を完了した主要研究実

験項目は表１１の通りであった。

航空研究部霞ヶ浦出張所の施設内容は，ドイ

ツからの賠償品である大型飛行船格納庫の他に

は２基の風洞４８，小規模な強度試験設備，発動

機・材料関係の実験・研究施設などであった。

飛行機の風洞実験は行われていたものの，風洞

実験成績の設計資料としての解読法もまだ初歩

段階であり，一方で中村龍輔，塚原盛などを中

心に飛行船の研究が活発に行われた。しかし飛

行船模型の強度・振動実験もなおドイツの「LZ

―１２９」そのままの模型実験の域を出なかっ

た４９。

また艦政本部所管の海軍技研の航空研究部を

海軍航空本部（１９２７年４月設置）が活用するこ

とも制度上無理があった５０。さらに第三代航空

研究部長となった宮坂助治郎少将は欧米各国の

航空実験研究機関を調査した結果，大規模かつ

総合的な実験研究機関を設立する必要性を強く

認識し，これに対して技研首脳部の間では反対

もあったものの，航空本部も大規模な総合的実

験研究機関を求めた。その結果２９年６月には航

４４ 以上，「海軍技術研究所造船研究部現状」（JACAR
［アジア歴史資料センター］，Ref. C０４０１５４９６０００ 公文
備考，昭和２年 官職７ 巻７）。
４５ 同上。
４６ 日本造船学会編，前掲書，１９７７年，６３４頁。

４７ 「昭和二年度研究実験部長打合会議ニ於ケル技術研
究所航空研究部長現状報告」（JACAR［アジア歴史資料
センター］，Ref. C０４０１５４９６０００ 公文備考，昭和２年
官職７ 巻７）。
４８ 風洞はドイツのゲッチンゲン大学教授ウィーゼルス
ベルゲル博士の指導で設計された吹出口の直径１．２米の
第一風洞（１９２４年７月完成）と２．５米の第二風洞（２６年
３月完成，最大風速約５０メートル）であったが，これ
らは東京駒場の東京帝大航空研究所に３米の風洞がで
きるまでわが国における唯一の大型風洞であった（口
絵，『科学知識』第６巻第１０号，１９２６年１０月，および日
本海軍航空史編纂委員会編，前掲書，３２頁）。
４９ 以上，日本航空学術史編集委員会編『日本航空学術
史（１９１０―１９４５）』丸 善，１９９０年，２２５，２２９―２３０頁 に よ
る。
５０ 以下，日本海軍航空史編纂委員会編，前掲書，１３１―
１３４頁による。
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空技術関係主要施設集中方針が決定され，３０年

１２月には安東昌喬航空本部長が航空廠設立準備

委員長に任命された。霞ヶ浦の航空研究部，横

須賀海軍工廠の航空機実験部と発動機実験部が

横須賀浦郷の新施設に移ったのは３２年４月であ

り，計画の全施設が完成するのは３６年度であっ

た。海軍航空廠は航空研究部を継承した科学

部，飛行機部（主として旧横須賀海軍工廠造兵

部飛行機工場の業務を継承），発動機部（主と

して旧横須賀海軍工廠発動機実験部の業務を継

承），兵器部，飛行実験部（主として旧横須賀

海軍工廠航空機実験部の業務を継承），会計

部，医務部から構成された。

おわりに

第１次世界大戦における航空機，化学兵器，

潜水艦，戦車といった新兵器の出現は，その後

の各国の軍備のあり方に大きな影響を与えた。

第１次世界大戦は，前線を長期間にわたって支

え続けることのできる銃後の重要性，換言すれ

ば各国に総力戦思想を定着させただけでなく，

新兵器が最先端の科学と技術の賜物であること

をも教えることになった。

こうした事情は基本的に日本においても同様

であった。陸海軍がとくに力点をおいたのは，

航空機，化学兵器，通信機器（電気兵器）・電

波兵器の研究開発であった。海軍においてその

任務を担当したのが，１９２３年に創設された海軍

技術研究所であった。当初の研究部１０班体制を

へて２５年６月の組織改編によって科学研究部，

電気研究部，航空研究部，造船研究部の４研究

部制となった。しかし航空機開発を海軍技研の

一研究部の任務にするには課題が大きすぎ，そ

のために技研航空研究部も含めてそれまで分散

していた航空機関連研究・実験部を統合して３２

年４月に海軍航空廠が設立された。

海軍技研各研究部の活動は軍事機密のヴェー

ルに被われていた。しかし，１９３０年代に入ると

外部の研究機関との連携が徐々に進展しつつ

あった。３６年の理学研究部は暗中測距装置に関

して浜松高等工業学校，東京電気株式会社，熱

線応用観測装置については東北帝大理学部，金

属材料関係でも必要に応じて東京帝大関係者と

連絡を保っていた。電気研究部と帝国大学の関

係も密接だった。東北帝大通信研究所所長抜山

平一は技研嘱託であり，東京帝大工学部電気工

学科卒業の伊藤庸二なども技研と外部の研究機

関の連絡強化に努めた一人であった。また造船

研究部も「造船協会内水槽委員会ヲ通ジマシテ

帝大船舶工学科，逓信省水槽及三菱水槽当事者

ト水槽技術ニ関シ協力研究ヲ行ヒツツア」る状

況であり，３５年度における三菱水槽への実験委

託は８件，逓信省へは２件であった５１。

５１ 以上，海軍技術研究所「海軍技術研究所現状一般
（８月２０日現在調）」昭和１１年８月２６日（防衛省防衛研
究所図書館所蔵）８―１１頁による。

表１１ 航空研究部主要研究実験項目（１９２６年度）

科別 班 別 研究実験項目

一科 風 洞 班 １．技研案「フラップ」附特殊
翼ノ実験
２．技研案特殊艦上偵察機
３．海防義会 KB飛行艇
４．艦本募集艦上戦闘機
５．遮風柵

実物飛行班 １．一号型航空船実物実験

航 空 船 班 １．軟式航空船ニ関スル研究
２．硬式航空船ニ関スル研究

飛 行 機 班 １．特殊飛行機ノ研究
２．飛行機及「プロペラー」ノ
設計図表

索 進 器 班 １．航空無線電信発電機用螺旋
器ノ研究

二科 化 学 班 １．「ヘリウム」ニ関スル基礎
的研究
２．硬式航空船用「ゴールド
ビータース，スキン」ノ研究
３．水素及酸素ノ混合瓦斯爆発
防止ニ関スル研究

［出所］ 「昭和二年度研究実験部長打合会議ニ於
ケル技術研究所航空研究部長 現状報告別
冊」（JACAR［アジア歴史資料センター］
Ref. C０４０１５４９６０００公文備考，昭和２年，官
職７，巻７）。
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戦時期の研究動員体制下における陸海軍試験

研究機関と大学，民間企業の密接な関係の原点

が，第１次世界大戦による衝撃を正面から受け

止めようとした戦間期における陸海軍試験研究

機関の活動の中から形成されつつあったのであ

る。

〈附記〉

本稿作成に際して，平成２０年度科学研究費補

助金（基盤研究［C］，課題番号：１９５３０３０５）

による研究助成を受けた。

The Activities of Technical Research Institute of the Japanese
Navy between the Wars

Minoru Sawai

The advent of new weapons such as aircraft, chemical weapons, submarines, and tanks during the

First World War heavily influenced the military preparedness in each country between the wars. The

First World War not only promoted the diffusion of the idea of the total war, but also taught each

nation the significance of new weapons as a gift of newly advanced science and technology.

The same situation could be essentially confirmed even in Japan. The focal point of research and

development activities led by the Japanese army and navy was aircraft, chemical weapons,

communication equipment and radars. It was the technical research institute established in 1923 that

shouldered the task in the Japanese navy. The basics of the intimate relationships between the

research institutes of the army & navy and the universities & private companies in the process of

mobilization of science and technology during the Pacific War had been already formed through the

activities of the research institutes of the army & navy in interwar years.
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